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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、平成26年４月に当社ならびに連結子会社における固定資産の減損会計の適用を見直す機会があ

り、見直しの結果、一部の固定資産等について、過年度における減損の兆候の見誤りや減損損失の認識の

判定に使用する見積もり数値に誤りがあることが判明いたしました。一部の固定資産等とは、当社単体の

ものとしては新潟県長岡市に所在し平成13年以降第三者に賃貸中の工場であり、同工場については土地お

よび建物・付属設備等について減損を行いました。また、連結子会社関連のものとしては北九州市門司区

所在の株式会社ＫＨＩの事務所・工場であり、同社の土地、機械装置および工具器具備品等について減損

を行うとともに、過年度における減損の結果として減価償却費等の戻入を行いました。

更に、中国の連結子会社の内外会計基準差異に起因する会計処理の誤りがあったことも判明いたしまし

た。

なお、株式会社ＫＨＩについての上記の減損は、同社の業績回復可能性の見直し、さらには当社の株式

会社ＫＨＩに対する投融資等の評価の再算定につながり、この結果、当社の保有する関係会社株式の減損

及び同社への債権、債務保証等に対する引当金を計上することになりました。

これを受けて当社は、平成24年７月13日に提出いたしました第107期第１四半期（自　平成24年３月１

日　至　平成24年５月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正するものであります。

なお、連結財務諸表及び財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、

併せて修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書     

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項に

ついては訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第106期

第１四半期連結
累計期間

第107期
第１四半期連結
累計期間

第106期

会計期間

自 平成23年
   ３月１日
至 平成23年
   ５月31日

自 平成24年
   ３月１日
至 平成24年
   ５月31日

自 平成23年
   ３月１日
至 平成24年
   ２月29日

売上高 (千円) 829,846 1,405,039 4,538,193

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △72,063 30,689 △244,716

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △90,515 2,353 △714,323

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) △70,653 52,336 △697,403

純資産額 (千円) 2,614,631 2,022,202 1,969,865

総資産額 (千円) 6,031,194 5,002,303 5,293,448

１株当たり四半期純利
益又は１株当たり四半
期(当期)純損失(△)金
額

(円) △1.27 0.03 △10.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.0 40.4 37.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第106期第１四半期連結累計期間においては潜

在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、第106期及び第107期第１四半期連結累計期間

においては潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第106期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにおいて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成24年３月１日～平成24年５月31日）におけるわが国経済は、東日本

大震災による景気の落込みからの着実な回復がみられるものの、原発問題に起因する電力供給不安、長

引く円高や欧州の債務危機拡大による金融不安などから、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは、試験機事業では、受注環境改善の業績面への寄与が具体化

し、当社単体ならびに子会社において好調に推移いたしました。次に、住生活事業では、健康関連商品

や波形手すりの拡販、中国子会社での中国国内や欧米をターゲットとした家電製品の製造・販売などの

取組みを進めておりますが、中国および欧州経済の低迷が少なからず影響いたしました。また、ゆるみ

止めナット事業では、主力製品であるハイパーロードナットが国土交通省のNETIS(新技術情報提供シス

テム)に登録されたことにより市場認知度が向上し、高速道路施設への採用や引合い件数の増加がみら

れ売上高は堅調であるものの、製造原価の低減が進まず収益面への寄与までには至りませんでした。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高1,405,039千円（前年同期比69.3%増）、経常

利益30,689千円（前年同期は72,063千円の経常損失）、四半期純利益は2,353千円（前年同期は90,515

千円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①試験機事業

試験機事業では、グループ会社相互の連携によるシナジー効果の追求を継続しており、標準品の販売

強化やメンテナンス・校正事業の拡大を進めている中、前連結会計年度での受注環境の改善もあり好調

に推移いたしました。

以上の結果、試験機事業の売上高は852,608千円（前年同期比90.6%増）、営業利益177,860千円（前

年同期比212.0%増）となりました。

②住生活事業

住生活事業では、一般消費者向けの健康関連商品や前連結会計年度より取り組んでいる波形手すりな

どの販売は堅調なものの、中国子会社の業績を含め総じて厳しい状況となりました。

以上の結果、住生活事業の売上高は367,785千円（前年同期比6.7%増）、営業損失は35,832千円（前

年同期は8,515千円の営業損失）となりました。

③ゆるみ止めナット事業

ゆるみ止めナット事業では、昨年８月にNETIS(新技術情報提供システム)へハイパーロードナットが

登録されたことから、ゆるみ止め製品（ナット、スプリング）の公共事業等への採用や引合いが増加し

市場浸透は順調に進んでおりますが、生産数量の大幅な引き上げによる製造原価の低減を企図するも当
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第１四半期の業績への寄与までには至らず、特殊ボルトの販売が売上高を補完するも、損益的には厳し

い状況となりました。

以上の結果、ゆるみ止めナット事業の売上高は184,645千円（前年同期比382.7%増）、営業損失

39,297千円（前年同期は30,160千円の営業損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は5,002,303千円となり、前連結会計年度末に比べ

291,145千円減少いたしました。

流動資産は3,221,698千円となり、前連結会計年度末に比べ306,601千円減少いたしました。これは主

に現金及び預金の減少253,941千円、たな卸資産の減少214,374千円、四半期連結貸借対照表上、その他

に含めております前渡金の減少87,000千円によるものであります。

固定資産は1,780,605千円となり、前連結会計年度末に比べ15,456千円増加いたしました。これは主

に有形固定資産の増加10,843千円よるものであります。

流動負債は1,795,415千円となり、前連結会計年度末に比べ163,642千円減少いたしました。これは主

に支払手形及び買掛金の減少292,296千円、１年以内返済予定の長期借入金の増加77,002千円によるも

のであります。

固定負債は1,184,685千円となり、前連結会計年度末に比べ179,840千円減少いたしました。これは主

に長期借入金の減少187,279千円によるものであります。

純資産は2,022,202千円となり、前連結会計年度末に比べ52,336千円増加いたしました。これは主に

為替換算調整勘定50,006千円の増加によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11,234千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありませ

ん。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、試験機事業ならびにゆるみ止めナット事業の生産及び販売実績

が著しく増加しております。

　試験機事業はリーマンショック以降落ち込んでいた受注環境の回復が業績に寄与したことにより、生

産実績は692,401千円（前年同期比62.6％増）、販売実績は852,608千円（前年同期比90.6％増）となっ

ております。

　また、ゆるみ止めナット事業は、製品の公共事業等への採用や引合いが増加して市場浸透は順調に進

んだことにより、生産実績は194,668千円（前年同期比929.1％増）、販売実績は184,645千円（前年同

期比382.7％増）となっております。
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(7) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい増減はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 260,000,000

計 260,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年７月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,337,916 71,337,916
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 71,337,916 71,337,916 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年３月１日～
平成24年５月31日

― 71,337,916 ― 2,713,552 ― 200,233
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成24年２月29日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式       23,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　71,259,000 71,259 ―

単元未満株式 普通株式       55,916 ― ―

発行済株式総数 71,337,916 ― ―

総株主の議決権 ― 71,259 ―
 

(注)１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が３千株含まれ

ております。

 　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式910株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　
㈱テークスグループ

東京都千代田区神田佐久
間町一丁目９番地

23,000 ― 23,000 0.03

計 ― 23,000 ― 23,000 0.03
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における重要な役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成24年３月

１日から平成24年５月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年５月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してい

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

EDINET提出書類

株式会社東京衡機(E01587)

訂正四半期報告書

 9/18



　

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　　　　 前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月31日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 1,072,501 818,560

　 　 受取手形及び売掛金 ※1 1,225,451 ※1 1,417,581

　 　 商品及び製品 430,793 392,735
　 　 仕掛品 465,791 282,619
　 　 原材料及び貯蔵品 187,859 194,714
　 　 繰延税金資産 6,948 7,847
　 　 その他 167,991 139,323
　 　 貸倒引当金 △29,038 △31,683

　 　 流動資産合計 3,528,299 3,221,698

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　
　 　 　 建物及び構築物（純額） 308,288 310,741
　 　 　 機械装置及び運搬具（純額） 140,289 146,125
　 　 　 土地 871,543 871,543
　 　 　 建設仮勘定 36,600 39,510
　 　 　 工具、器具及び備品（純額） 36,389 36,033

　 　 　 有形固定資産合計 1,393,111 1,403,955

　 　 無形固定資産 　 　
　 　 　 借地権 30,123 29,047
　 　 　 のれん 121,966 116,516
　 　 　 その他 77,439 82,658

　 　 　 無形固定資産合計 229,529 228,222

　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 12,360 12,329
　 　 　 保険積立金 30,876 31,452
　 　 　 繰延税金資産 15,574 22,474
　 　 　 破産更生債権等 298,678 301,729
　 　 　 その他 62,695 61,171
　 　 　 貸倒引当金 △277,679 △280,729

　 　 　 投資その他の資産合計 142,507 148,427

　 　 固定資産合計 1,765,148 1,780,605

　 資産合計 5,293,448 5,002,303
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（単位：千円）

　　　 前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月31日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 975,284 682,988
　 　 1年内返済予定の長期借入金 498,809 575,811
　 　 短期借入金 180,000 150,000
　 　 未払法人税等 29,120 31,479
　 　 未払消費税等 17,292 30,047
　 　 未払金 114,211 137,007
　 　 未払費用 49,428 48,735
　 　 賞与引当金 17,259 35,693
　 　 リース資産減損勘定 32,862 31,994
　 　 その他 44,788 71,657

　 　 流動負債合計 1,959,057 1,795,415

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 901,946 714,667
　 　 再評価に係る繰延税金負債 177,716 177,716
　 　 繰延税金負債 8 －
　 　 退職給付引当金 226,132 240,373
　 　 長期リース資産減損勘定 35,124 27,777
　 　 その他 23,597 24,150

　 　 固定負債合計 1,364,525 1,184,685

　 負債合計 3,323,583 2,980,101

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 2,713,552 2,713,552
　 　 資本剰余金 200,233 200,233
　 　 利益剰余金 △1,312,505 △1,310,152
　 　 自己株式 △3,626 △3,626

　 　 株主資本合計 1,597,653 1,600,007

　 その他の包括利益累計額 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 13 △10
　 　 土地再評価差額金 321,487 321,487
　 　 為替換算調整勘定 50,711 100,717

　 　 その他の包括利益累計額合計 372,212 422,195

　 純資産合計 1,969,865 2,022,202

負債純資産合計 5,293,448 5,002,303
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

　　【四半期連結損益計算書】

　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

売上高 829,846 1,405,039

売上原価 598,012 1,053,132

売上総利益 231,834 351,906

販売費及び一般管理費 283,570 314,389

営業利益又は営業損失（△） △51,736 37,517

営業外収益 　 　
　 受取利息 211 654
　 不動産賃貸料 1,638 2,727
　 業務受託料 1,809 2,657
　 為替差益 － 6,359
　 その他 2,596 1,088

　 営業外収益合計 6,256 13,486

営業外費用 　 　
　 支払利息 9,229 8,990
　 株式交付費償却 66 －
　 為替差損 480 －
　 不動産賃貸費用 5,124 4,713
　 その他 11,681 6,609

　 営業外費用合計 26,582 20,313

経常利益又は経常損失（△） △72,063 30,689

特別利益 　 　
　 貸倒引当金戻入額 1,025 －

　 特別利益合計 1,025 －

特別損失 　 　
　 貸倒引当金繰入額 9,100 －
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,500 －
　 会員権評価損 － 401
　 減損損失 － 1,184

　 特別損失合計 10,600 1,586

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△81,637 29,103

法人税、住民税及び事業税 12,625 33,131

法人税等調整額 △3,748 △6,381

法人税等合計 8,877 26,749

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△90,515 2,353

少数株主損失（△） － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △90,515 2,353

　 　 　 　
 

EDINET提出書類

株式会社東京衡機(E01587)

訂正四半期報告書

12/18



　

　　【四半期連結包括利益計算書】

　　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△90,515 2,353

その他の包括利益 　 　
　 その他有価証券評価差額金 △38 △23
　 為替換算調整勘定 19,899 50,006

　 その他の包括利益合計 19,861 49,982

四半期包括利益 △70,653 52,336

（内訳） 　 　
　 親会社株主に係る四半期包括利益 △70,653 52,336
　 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。
 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１

　

　
前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月31日)

受取手形割引高 128,694千円 160,863千円

受取手形裏書譲渡高 7,107千円 4,587千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　　該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年５月31日)

減価償却費 19,880千円

のれんの償却額 5,450千円
 

　

　 13,299千円

　 5,450千円
 

　
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日)

配当に関する事項

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
　

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

調整額　　
（千円）　
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
（注）３　

試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

ゆるみ止
めナット
事業 
(千円)

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

447,211 344,385 38,249 829,846 ― 829,846 ― 829,846

 (2) セグメント間
     の内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 447,211 344,385 38,249 829,846 ― 829,846 ― 829,846

セグメント利益
(又は損失)

57,003 △8,515 △30,160 18,327 △3,220 15,107 △66,844 △51,736
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等であ

ります。

　２．セグメント利益の調整額△66,844千円は、その主なものは基礎的試験研究費などに要した費用お

よび当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年５月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
　

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

調整額　　
（千円）　
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
（注）３　

試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

ゆるみ止
めナット
事業 
(千円)

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 (1) 外部顧客に
     対する売上高

852,608 367,785 184,645 1,405,039 ― 1,405,039 ― 1,405,039

 (2) セグメント間
     の内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 852,608 367,785 184,645 1,405,039 ― 1,405,039 ― 1,405,039

セグメント利益
(又は損失)

177,860 △35,832 △39,297 102,730 △997 101,733 △64,215 37,517
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等であ

ります。

　２．セグメント利益の調整額△64,215千円は基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・

経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損
失金額

△1.27円 0.03円

　(算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △90,515 2,353

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(千円)

△90,515 2,353

  期中平均株式数(千株) 71,314 71,314
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第106期第１四半期連結累計期間においては潜在株式

が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、第107期第１四半期連結累計期間においては潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  湯   浅   信   好   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  三   宅   孝   典   ㊞

　
独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年５月28日

株式会社東京衡機

（旧会社名 株式会社テークスグループ）

取締役会  御中

　

 

　

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京

衡機（旧会社名　株式会社テークスグループ）の平成２４年３月１日から平成２５年２月２８日までの連結会計年度の

第１四半期連結会計期間（平成２４年３月１日から平成２４年５月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２

４年３月１日から平成２４年５月３１日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京衡機（旧会社名　株式会社テークスグループ）及び

連結子会社の平成２４年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成２４年７月１２日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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